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2) 利潤率を h 成長率を g別，資本家の貯蓄性向をんとすれば， π~g，jんである。バシネッテ
イ (10)参照。
3) レイング[6 Jがすでに言及している。本格的にはパレストラニバランツィーユ[1 J.パシネ


















K=資本 p=利潤 w=賃金 y=国民所得 (w十P)，I=投資 s=






である。 πが資本家の取得する利潤率 π，(=圭)と一致するのは， πcが利子
4) 利潤率決定の問題にかんするかぎり，前者は集計的生産関数を用いず，後者は用いているとい
う点を除けば向者に伺ら相違はない。より個別的な事柄については在5)，7)を参戸。
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率 1rw(=を)と等しい場合だけであるが，一般的にもて πcとい等しく
ない。 πω にかんしてはさまざまな定式化がありえるが， πuは π の一定割




均斉成長のもとでは， a，(ニ吾)， aw( =安)は時間的に一定でなければな
らなし、。このためには，総貯蓄に Lめる資本家，労働者の貯蓄の割合も am αw
でなければならない〔あるいは同じことであるが Kc，Kwが g，の成長率で
増加する〕。したがって，
s S， Sw 




(1. 4) 1= Sw Y+ (s，-s，ω)P， 
と書ける。 Sc>Swを仮定すれば. scY>I~ swy.くIであり，また P，について
上式を書きかえると，
(15〉 Pc=」 (I-sJ〉(s，-s"，) 
1 S 
である。貯蓄と投資が均衡しているときは g.=K= K'であるから， (1. 3) 
より，
(1. 6)ι=士ι
め これはパレス}ヲ=-'~ラソツィーニ[ 1 Jの宙定であり， グプタ [4Jもそれを踏襲してい
る。けれどもパシネッティ[I1J，羽章は，利子率は資本家。取得する利1園率の一定割合，すなわ
ち町長πzとして定枇している fiは外生的であり，そして以下でみるように 1rc==よ"g1l.-e 
内





90 (90) 第 124巻第1.2号
が成立している。すなわち，資本家の取得する利潤率は均衡において他のもの
からまったく独立に決定され，成長率を資本家の貯蓄性向で割った値に等しい。
S sJ'， 他方，資本家および労働者の資本持分比は lt:c=す=寸L，a即 =1ー αcであ
るから， k( =芸)は定数であると仮定するとへ (1. 5) より次式のようにな
る。











る円。 μ=1のとき， π君子ιであり， (1. 8)はケ γプリッジ方程式に帰着するの




台第1図において，Y=OA， I=OC， S=AB (=OC)とする。 Oから勾配sw，
B から勾配 5，に等しい直線をひき，その交点を D とする。そして.BDの




仮定できない.また，実際上 hは大きな変化はしないであろう。蘇嶋(9) 1I章， ハジネッテ
ィ (ll)VI章.10節を参照。
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J三 p即
い場合から始めよう。これは，支玄を意味し，均斉成長の条件(1.3) 










ι， "<は μ の変化から独立であるから，P<は劣化しない。 しかし今や πw
zμπ であるから， π=去;ι より，労働者の取得する利潤〈矛聞はず九*
に減少L亡いる。 ιの値をPw'とすれば，Pw'は第 1図においてF'G として示
すζ とができる。そしてこの減少した利潤を完全に相殺するように賃金が OF'




8) P，*: P"，*=u:，: U:"'， (U，+四戸1・FFfr，であるから.





れば， μ=1から μく1への移行は， μ=1のケースにおいてあたかも資本家
の貯蓄性向が s，から rs，へ上昇したものとみなすことができる， ということ



















9) rの意味について述ベておこ '5:0 a/=玄可古アとおけば， α/=rct，であるe これは，資本
の割合にして ι しか持たない資ヌ転車が，利潤白割合では αJ受けとることを意味しており.r 
は両割合の比率である.もちろん， αJも同様に定義できる。
10) ハシネッティ [10J.p.271. 

























11) パシネツティ モデルにおいては.，ぷW+P.)~，.P.. したがって S=s.P が成立している。
12) 以上の諸点についてはカルドア(5 1. pp目 310-1を喜朗。そしてパシネァティについてもほ
ぼ同様であることは.(l1J. V環. 14節を書風付言すれば，利潤は企業存続のため白一種。¥









D=配当 G=キャピタノレ・ゲイン V=株式(企業〉の市場価値， C= 







ンに対して外生的に定まってし、る (l-'G) に等しいとする問。 このとき，
C=(l一九)W+D+(l-sG) G であり，家言|貯蓄は次式のように書ける。
(2. 1) S，=九耳T_(1-sG) G 
ここで企業は恒常成長率(自然成長率〉 ι で成長し，各期新株を発行して投
資資金の一部を調達すると L土う。その割合が iのとき，キャピタノレ・ゲイン
は， G二 g，Vー 辛抱K，と表わすことができる凶。
貯蓄は企業の留保利益と家計貯蓄によって構成される。財市場では均衡にお




14) 既発行株式に対する新株(伎数〉田割合をg，とすると G=(g，-g.)V， g， V=igaK， -cある
ヵ、ら。
資金問題と利関車決定 (95) 95 
いて貯蓄=投資より l=rP十S" が成立しなければならない。したがって財
市場の均衡を比率りタームで表わすと，
(2. 2) g，ι=γπ+s_(.晶一π〉ー (l-sG) (v-i)g" 
となる。ととで 晶は壬の定数である。他方，資金市場の均衡は，S，=μ ， 
で表わされるから，やはり比率のタームで書き改めると次式のようになる。
(2， 3) Sw(晶一π)-(l-sG)(vー のg"=ig，
財および資金市場の同時均衡は， く.2，2)， (2.3)を πと uについて解くこ
とによって求めることができる。すなわち，
ー (l-i)
(2， 4) π 一子一一ι
(2. 5) り=(l': Sc) {す一子山〕一時)
カノレドアは利潤率を定める (2，4) 式をネオ・パシネッディの定理とp3'-んど。
それは，家計(個人〕の貯蓄性向 sw，品から独立で，成長率g"と企業にかか










明らかに π と v(つまり利子率〕の変化によってもたらされる。 したがって，








II. m節でみ主でように，パ γ ネッティやFプタ等のモデルでは資本市場が明
示的には存在しないが， カノレドア・モデルでは存在する。 けれども， 今仮に
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となる。総貯蓄は企業の留保利益と家計貯蓄の和であるから，財市場の均衡は
貯蓄二投資より，
(3. 1) rP十s，(肝7十D)ー (1-s，)G = g.K 
と書くことができる。そしてまた，資金市場の均衡は S，=ig"Kより次式の
ようになる。
(3. 2) s，(W+D)ー (l-s，)G=igれK









ら， (3. 1) ~ (3. 4)の方程式体系を比率のタームで要約すればモデルは，
(3. 1)' rπ十s，(k-rπ)-(l-s，)(v-i)g"二 g"
(3. 2)' s， (k-rπ) -(l-s，) (v-i)g" =ig. 
(3. 3)' p={(l-r)π+ (v-i)g.}/v 









98 (98) 第 124巻第1.2号
を得る。すなわち，すべての家計所得にかんして消費性向が共通であるという













π も?と zから独立であり ，Sh， g"，-kおよび μ にのみ依存して定まる。そ








17) このような結果が生じるメカニズムは次のようであるQ v=l としよう。 G~晶 V-zgnK=rP
であり，キャピタノレ ケY ンは必らず留保利益に等しい。こ白とき， S~γP+s，，(Y-rP)ー (1-
s~)rP=s" YO すなわち.rカ;0から r，に上昇すれば，企業四貯蓄は roP¥:だけ増加し，家計の
W とD からD貯蓄は S"T"oPだけ減少し. Gからの消費〈貯蓄〉が(1一心r，Pだけ増加す
る結果，経辞主体の貯蓄は利潤と賃金司分配に関係なくつねに S/t，Y lζとどまるからである。な
お， ιの結果は若干異なる文脈とはい心資本産出比串が固定的で反ミ γ すーッティ均宵か有在
すると但定した場合に，均衡利潤率が確定しないことに対応するとも考えられる。 ζの点にかん
しては，サムエノレソソ=毛ジリア ニ口2J，パシネッティ[l1J，VI亭，とくに10節を参照。
18) この仮定は v>1"意味しており， s/t，Y>Iである。ハシネッティ モデルにおいては
SwY，くIあるから，ここでは九と"が値として同じであるとは考えていない。
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T と z の決定について考えよう。与えられた〆のもとで π と U はすでに




























100 (100) 第 124巷第1.2号
(i) 許{曲比率 U は T と zから独立に決定される o
(ii)利潤率 π は T と zから独立に決定される。




は，利潤率 πは企業の内部留保率 r，外部資金比率 zおよび成長率 g，によっ












したがって， もL r中 2 が上で述べたような企業の財務変数であるならば，
それらは利潤率に対する先決変数となり得ず，不オ・パシネッティの定理を利
潤率決定の方程式とみなせないことになる。そしてこの場合には， (山岡)で述





資金問題と利周事決定 (101) 101 
いるが::cよでの関心はその資金問題である。彼らのそデノレにおいては，内部









るから rscacが f に対応する。 ζこで Tはよ (1μ叫に等しい定数であ
り "'nιwおよび μ に依存する。 したがってグプタらのそデノレは資金問題
としてみるかぎり，いわば(企業に相当する〕資本家がみたすべき投資資金の
予算制約式 g"士 fπ十zg"という一般的関係の枠内においてと zが固定
fじされ，しかもそれらは各々 rSeae，耳切のケ スであると考えてよい。
上で述べた事態は，もっと広い文脈から見る点が理解し易いであろう。 αc， 































































いるからである。成長率を g とする。 この場合， カノレドア・モデルの枠組に
おいては V，1l， gの3つが変数となる。マリスはここで πを外生的とし V，
E について決定しようとした。 π を外生的であるとしたのは， 一つにはそれ
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